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（趣旨）
第１条　この要綱は、社会福祉法人福津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が実施するあんしんサポート事業（以下「本事業」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。
（事業の目的）
第２条　本事業は、高齢や障がいなどにより、適切な判断を行うことが困難な者が、地域で安心して自立した生活をおくることができるよう、福祉サービスの利用等の援助を行ったり、日常的な金銭管理を行うことにより、利用者の権利擁護の視点から支援することを目的とする。
（利用者）
第３条　福津市に在住する者で、日常生活を営むうえで必要となる事項が、身体的な事由により困難な者や、自己の判断のみでは適切に行うことが困難であって、かつ本事業を利用する際に定める契約及び支援計画の内容について理解できる能力を有しており、福岡県社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業の対象とならない者とする。
（事業の内容）
第４条　本会は、第２条の目的を達成するため、次のサービスを行う。
(１)　生活支援サービス
(２)　生活費管理サービス
(３)　財産保管サービス
（生活支援サービス）
第５条　生活支援サービスは、次のとおりとする。
(１)　定期訪問による見守り（声かけ、安否確認）
(２)　福祉サービス等の利用や日常生活に関する相談
(３)　上記のサービスから派生する関係機関との調整
(４)　その他、会長が特に必要と認めたこと
（生活費管理サービス）
第６条　生活費管理サービスは、次のとおりとする。
(１)　日常生活に必要な預貯金の出し入れの手続き及び本人に必要な現金の手渡し
(２)　福祉サービス利用料等の支払いに必要な手続き
(３)　医療費の支払いに必要な手続き
(４)　年金及び福祉手当等の受領に必要な手続き
(５)　税金や社会保険料等、公共料金の支払いに必要な手続き
(６)　日常の生活費（食費、日用品費、家賃等）の支払いに必要な手続き
(７)　その他、会長が特に必要と認めたこと
（財産保管サービス）
第７条　財産保管サービスは、次の物を保管する。
(１)　預貯金の通帳
(２)　年金証書、生命保険証書等
(３)　不動産の権利書又は重要な財産に関する契約書
(４)　実印や銀行印等
(５)　その他、会長が特に必要と認めたもの
２　前項の保管を行う場合、本会は財産保管サービス書類等預かり書（以下「書類預かり書」という。）を作成し、保管物品を受け取る人（以下「保管物品受取人」という。）を指定する。
（利用申請）
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)第８条　本事業を利用しようとする者は、本会に申請するものとする。
２　本会は、利用の申請があった場合は、第３条に規定する利用者の要件について調査し、利用の要否について判断を行い、その旨を通知する。
３　前項に規定する判断にあたって、利用者の要件に疑義が生じた場合は、第17条に規定する権利擁護事業運営委員会（以下「運営委員会」という。）の意見を踏まえて対応するものとする。
（契約の締結、支援計画）
第９条　本会は、前条により申請者が事業の利用者の要件に該当した場合には、申請者の意向を確認の上、契約を締結する。
２　本会は、契約に際して、援助の具体的な内容等を記した支援計画を利用者と協議のうえ作成する。
３　支援計画は、利用者の状況を踏まえ、必要に応じて見直すものとする。
４　支援計画の作成や変更をする場合において、特に必要と認める場合には、運営委員会に諮らなければならない。
（契約の期間）
第10条　契約期間は、契約が成立した日から当該年度の３月31日までとする。ただし、契約終了１ヶ月前までに、本会および利用者から特に異議申し立てがない場合は、更に１年間契約を更新するものとし、その後も同様とする。
（サービスの終了）
第11条　本会は、利用者が次のいずれかに該当した場合は、サービスを終了する。
(１)　利用者の意思によって契約を解除したとき
(２)　利用者が死亡したとき
(３)　その他、サービスの提供が不適当と認められる事象が生じたとき
２　本会は、前項の規定によりサービスを終了しようとする場合は、利用者の実情を調査し、必要に応じて運営委員会に諮った上で、サービス終了の可否を決定し、その旨を利用者に通知するものとする。
（保管物品の引渡し）
第12条　前条により、サービスが終了した場合は、利用者、又は、保管物品受取人は30日以内に保管物品を受け取らなければならない。
２　本会は、利用者の死亡により保管物品受取人へ物品の引渡しをする場合は、保管物品受取人が相続人もしくは法定代理人と調整したことを確認の上、保管物品を引渡すものとする。
３　受取期間を過ぎても保管物品の受け取りを行わない場合は、本会は、その間の利用料を、利用者または保管物品受取人等へ請求することができる。
４　利用者が保管物品受取人を指名せず、死亡した場合の保管物品の引渡しについては、民法やその他法律の規定に従うものとする。
（利用料）
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)第13条　利用者は次の利用料を支払うものとする。
(１)　生活支援サービス
１時間まで1,000円　以降30分毎に350円加算する。
(２)　生活費管理サービス
１時間まで1,000円　以降30分毎に350円加算する。
(３)　財産保管サービス
月500円
２　利用者は、１ヶ月の利用料の合計を、サービス利用月の翌月末までに支払うものとする。
（利用料の減免）
第14条　本会は、前条に規定する利用料を支払うことが困難であると認めるときは、利用者の申請に基づき、会長が特に必要を認めた場合は、利用料の延納、減額又は免除することができる。
（意思能力喪失後についての特約）
第15条　利用者は、契約締結時にあらかじめ意思能力喪失時において、成年後見制度の申立てをする旨の意思表示をした場合は、利用者の定めた方法により申立ての支援を受けることができる。
（意思能力喪失後の対応）
第16条　本会は、前項に規定する成年後見制度を利用しない期間中において、例外的に、本事業の委任契約に基づく一切の事項について、利用者の残存意思やその親族の意思を尊重し、サービスを提供するものとする。
（運営委員会）
第17条　本事業の運営を適正に行うため、運営委員会を設置する。運営委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。
（異議の申立て）
第18条　利用者は、本事業のサービスに異議がある場合は、本会に対して異議の申立てをすることができる。
２　本会は、異議の申立てがあった場合は、速やかにその異議の申立てについて調査し、適切な対応を行うものとする。
（個人情報の保護）
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)第19条　本会は、利用者に関する個人情報が記載された書類等を適切な方法により保管し、この情報が他に漏洩しないように努めなければならない。
２　本事業に携わる職員は、利用者の個人情報の保護に十分に配慮するとともに、業務上知り得た秘密を第三者に漏洩してはならない。また、その職を退いた後も同様とする。
（支援体制の整備）
第20条　本会は、本事業を実施するにあたり、民生委員・児童委員および小地域福祉会等と連携し、市民と相互扶助の促進に努めるものとする。
２　本会は、本事業の利用者を支援する関係行政機関や福祉サービス事業者等と緊密に連携し、支援ネットワークの構築に努めるものとする。
３　本会は、本事業が円滑に実施されるよう、本事業の普及および啓発に努めるものとする。
（安全対策の確保）
第21条　本事業の実施にあたり、損害保険への加入等、安全対策を講じなければならない。
（委任）
第22条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。
[bookmark: _GoBack]附　則
この要綱は、平成30年７月１日から施行する。
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